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保育の必要性の認定にあたっての就労時間の下限の設定について 

 

１ 国の方向性 

(1) 保育を必要とする就労の考え方 

○ フルタイムのほか、パートタイム、夜間など基本的にすべての就労に対

応（一時預かりで対応可能な短時間の就労は除く）。 

○ 居宅内労働（自営業、在宅勤務等）を含む。 

 

(2) 保育標準時間・保育短時間の区分 

○ 主にフルタイムの就労を想定した保育認定（保育標準時間）と主にパー

トタイムの就労を想定した保育認定（保育短時間）を行う。 

○ 「保育標準時間」の就労時間の下限は、１週当たり 30 時間程度とする

ことを基本とする。→１ヶ月 120 時間 

○ 保育必要量は、保育標準時間の場合は１日 11 時間まで、保育短時間の

場合は１日８時間までを基本とする。 

 

(3) 保育短時間認定における就労時間の下限の設定にあたっての対応方針 

○ １ヶ月 48時間以上 64時間以下の範囲で、市町村が地域の就労実態等を

考慮して定める時間とすることを基本とする。 

※ ただし、保育の量的確保等に時間を要すること等を考慮し、最大で 10

年間程度の経過措置期間を設け、対応することも可能とする。 

 

２ 葉山町の状況 

(1) 現行の保育所入所における就労時間の下限設定 

○ １日５時間以上、週４日以上（月 16日以上）の労働をしていること 

（月 80時間以上） 

 

(2) 平成 25 年度に実施したニーズ調査の結果からみる就労実態 

○ 父親の就労状況は、「フルタイムで就労しており、産休・育休・介護休

業中ではない」が約９割（89.7％）を占めている。 

→ 母親の就労実態に注目する。 

○ 母親の１週間あたりの平均就労時間（パート・アルバイト等） 

18 時間 37 分×４週＝月 約 74 時間 

○ 母親の平均就労希望日数（週）  3.50 日 

母親の平均就労希望時間（１日） ５時間 6分 

3.50 日×５時間 6分×４週＝月 約 70 時間 
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３ 対応案 

(1) 考慮すべき要素 

○ 下限時間を現行の 80時間に設定した場合でも、平成 27年４月時点の保

育ニーズに対し、確保量は満たしていない。 

○ 現状で待機児童がいる中、さらに下限時間を下げると待機児童数は増加

する。 

○ その一方で、国は、１ヶ月 48時間以上 64時間以下の範囲で就労時間の

下限を設定することを求めている。 

○ 県内では、現在、下限時間を 80時間以上か 64時間以上としている自治

体が主流である。これらの自治体は、新制度に向けて下限時間を 64 時間

以上で設定する見込みである。 

○ 下限時間を設定する上では、ニーズ調査からみる母親の就労実態をふま

える必要がある（パート・アルバイト等を想定して、平均約 70時間）。 

 

(2) 対応案 

○ こうした状況をふまえ、 

葉山町では就労時間の下限を 64時間に設定する。 

○ １日あたりの時間数、週あたりの日数など細かい条件設定については、

今後検討する。 

例 １日５時間以上×週３日以上  

１日４時間以上×週４日以上 など 

○ 48 時間以上 64時間未満の保育ニーズへの対応については、別途、確保

方策を検討する必要がある（一時預かりなどでの対応を想定）。 

○ また、計画の見直し時期にあわせて、就労時間の下限についてあらため

て検討することも想定しておく。 












